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総務文教委員会記録 
 

○開催日時 

令和６年３月１４日 午前１０時～午後４時０１分 

───────────────────────────────────────── 

○開催場所 

第３委員会室 

───────────────────────────────────────── 

○出席委員（７人） 

   委 員 長  徳 永 武 次 

   副委員長  山 中 真由美 

委  員  大田黒   博 

   委  員  福 田 俊一郎 

委  員  新 原 春 二 

委  員  森 満   晃 

委  員  溝 上 一 樹 

───────────────────────────────────────── 

○その他の議員 

   議  員  井 上 勝 博 

   議  員  成 川 幸太郎   

議  員  犬 井 美 香

───────────────────────────────────────── 

○説明のための出席者 

   未 来 政 策 部 長  古 川 英 利 

   未 来 政 策 部 次 長  祁答院 欣 尚 

   未 来 政 策 部 次 長  堂 元 光 信 

   秘 書 広 報 課 長  川 床 和 代 

   企 画 政 策 課 長  下 門 隆 嗣 

産業人材確保・移住定住戦略室長    中 村 年 男 

   コミュニティ課長  田 中 英 人 

   ────────────────────── 

   行 政 管 理 部 長  鬼 塚 雅 之 

     スマートデジタル監  喜 山 雄 介 

   総 務 課 長  黒 木   諭 

    財 政 課 長  大 濱 浩 一 

   契 約 検 査 室 長  諏訪原 智 子 

   財産マネジメント課長  下 薗 伸 一 

   行 政 経 営 課 長  福 元 昭 宏 

   スマートデジタル戦略室長  福 山 勝 広 

     ──────────────────────

会 計 課 長   西  元  哲  郎 

────────────────────── 

教 育 部 長  上大迫   修 

教 育 総 務 課 長  坂 上 克 久 

学 校 教 育 課 長  中 津 朋 広 

再 編 担 当 課 長  有 村 慎 吾 

社 会 教 育 課 長  坂 下 克 博 

少年自然の家所長  児 玉   学 

中 央 図 書 館 長  寺 田 和 一 

────────────────────── 

選挙管理委員会事務局長  上 野 卓 也 

────────────────────── 

監 査 事 務 局 長 

公平委員会事務局長 

────────────────────── 

議 会 事 務 局 長  田 代 健 一 

議 事 調 査 課 長  久 米 道 秋 

─────────────────────────────────────────

○事務局職員 

事 務 局 長  田 代 健 一 

議 事 調 査 課 長  久 米 道 秋 

主幹兼管理調査グループ長  原   浩 一 

議 事 グ ル ー プ 員  今 吉 聖 人 

───────────────────────────────────────── 

尾 曲 秀 樹 
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○審査事件等 

付  託  事  件  名 所 管 課 
議案第１８号 薩摩川内市立小学校・中学校・義務教育学校条例の一部を改正する条例の

制定について 
議案第３７号 令和６年度薩摩川内市一般会計予算 
陳情第１４号 薩摩川内市の学校給食費無償化を求める陳情 
（所管事務調査） 

教 育 総 務 課 
学 校 教 育 課 

議案第１９号 薩摩川内市薩摩国分寺跡史跡公園及び薩摩川内市横岡古墳公園の指定管理
者の指定について 

議案第２０号 薩摩川内市入来麓旧増田家住宅等の指定管理者の指定について 
議案第３７号 令和６年度薩摩川内市一般会計予算 
（所管事務調査） 

社 会 教 育 課 
（ 中 央 公 民 館 ） 

議案第３７号 令和６年度薩摩川内市一般会計予算 
（所管事務調査） 

中 央 図 書 館 
少 年 自 然 の 家 

議案第３７号 令和６年度薩摩川内市一般会計予算 
（所管事務調査） 

秘 書 広 報 課 

議案第１４号 町の区域の設定及び変更について 
議案第３７号 令和６年度薩摩川内市一般会計予算 
（所管事務調査） 

企 画 政 策 課 

議案第３７号 令和６年度薩摩川内市一般会計予算 
（所管事務調査） 

産業人材確保・移住
定 住 戦 略 室 
コ ミ ュ ニ テ ィ 課 

議案第１５号 薩摩川内市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改
正する条例の制定について 

議案第３７号 令和６年度薩摩川内市一般会計予算 
（所管事務調査） 

総 務 課 

議案第１６号 薩摩川内市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 
議案第３７号 令和６年度薩摩川内市一般会計予算 
（所管事務調査） 

財 政 課 

議案第３７号 令和６年度薩摩川内市一般会計予算 
（所管事務調査） 

契 約 検 査 室 
財産マネジメント課 

議案第１７号 薩摩川内市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例の制
定について 

議案第３７号 令和６年度薩摩川内市一般会計予算 
（所管事務調査） 

行 政 経 営 課 

議案第３７号 令和６年度薩摩川内市一般会計予算 
（所管事務調査） 

スマートデジタル 
戦 略 室 

議案第３７号 令和６年度薩摩川内市一般会計予算 
（所管事務調査） 

選 挙 管 理 委 員 会 
事 務 局 

議案第３７号 令和６年度薩摩川内市一般会計予算 
（所管事務調査） 

会 計 課 

議案第３７号 令和６年度薩摩川内市一般会計予算 
（所管事務調査） 

公平委員会事務局 
監 査 事 務 局 

議案第３７号 令和６年度薩摩川内市一般会計予算 
（所管事務調査） 

議 事 調 査 課 

         ───────────────────────────────────────── 

○会議の概要 

１ 付託事件及び審査結果 

 ⑴ 議案第１４号 町の区域の設定及び変更について 

    本案は、原案のとおり可決すべきものと決定した。 

⑵ 議案第１５号 薩摩川内市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例の

制定について 

    本案は、原案のとおり可決すべきものと決定した。 

⑶ 議案第１６号 薩摩川内市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

    本案は、原案のとおり可決すべきものと決定した。 

⑷ 議案第１７号 薩摩川内市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

    本案は、原案のとおり可決すべきものと決定した。 

⑸ 議案第１８号 薩摩川内市立小学校・中学校・義務教育学校条例の一部を改正する条例の制定について 
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    本案は、原案のとおり可決すべきものと決定した。 

⑹ 議案第１９号 薩摩川内市薩摩国分寺跡史跡公園及び薩摩川内市横岡古墳公園の指定管理者の指定につ

いて 

    本案は、原案のとおり可決すべきものと決定した。 

  ⑺ 議案第２０号 薩摩川内市入来麓旧増田家住宅等の指定管理者の指定について 

本案は、原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 ⑻ 議案第３７号 令和６年度薩摩川内市一般会計予算のうち本委員会付託分 

    本案は、原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 なお、審査の過程において述べられた意見・要望の概要は、次のとおりである。 

ア 市立幼稚園については、未就学児数の減少に伴い、定数を下回る幼稚園が増加していることに加え、

こども園の拡充も進んでいることから、民営化移行の検討も進められたい。       

イ スクールバス運行事業については、今後、運転手確保が困難となることが予想されることから、学

校再編の動きも落ち着きつつある現状に鑑み、方向性を見定めて取り組まれたい。      

ウ 甑島地域には、デジタル地域通貨つんＰａｙを専門的に担当する職員の配置がないことから、まず

は若い世代へ利用方法等の理解を促し、その方々から高齢者の利用につながっていくような方策を検

討されたい。  

⑼ 陳情第１４号 薩摩川内市の学校給食費無償化を求める陳情 

当局から食材の高騰分に係る費用に対する補助に関して、補足説明を受けた。その後、本陳情の取扱い

を協議し、採決を求める意見が出されたことから討論に入った。 

討論においては、「陳情の趣旨は非常に理解ができるところであるが、予算が限られている中におい

て、学校におけるトイレの洋式化の推進を優先的に進めるためにも反対せざるを得ない」、「食材費以外

の費用については、本市が負担しており、既に無償化を行っている自治体は、比較的財源が豊富な都市圏

や多くの財源を必要としない小規模自治体が多い。また、本市は食材費高騰分に係る費用負担ついては補

助をしているが、本来給食費無償化は子育て政策として、国が行うべきものであり、陳情の趣旨は理解で

きるが、財源を見出せないことから、現時点においては、反対である」という反対討論がそれぞれ述べら

れ、採決の結果、起立者なしにより不採択とすべきものと決定した。 

２ 所管事務の調査結果 

各課所の事務について所管事務調査を行った。 
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受 理 番 号 陳情第 ７ 号 受理年月日 令和 ６ 年 ３ 月 ５ 日 

件 名 薩摩川内市の学校給食費無償化を求める陳情書 

陳 情 者 

薩摩川内市平佐町４５６０番地７ 

学校給食無償化を求める薩摩川内の会 

白石 正代 外１９３名 

要          旨 

長らく賃金が上がらない中で、急激な物価高騰が保護者の家計を圧迫している。とりわけ保護者が負担する学

校給食費（月額）は、薩摩川内市で幼稚園４，０００円、小学校４，５００円、中学校５，３００円、義務教育

学校４，５００円、５，３００円と副教材費など義務教育にかかる様々な費用の中で重い負担となっている。 

多くの地方自治体で国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し学校給食費の値上げを抑

制している。鹿児島県内では、既に３市６町４村が学校給食費を無償化している。全国の５１９（現時点）の自

治体で小中学校の給食費無償化が実現している。薩摩川内市も昨年４月に一旦上げた給食費を元に戻した。 

憲法第２６条第２項には「義務教育は、これを無償とする」と書かれてある。給食も教育の一環なので無償と

されるべきものである。戦後６年後の１９５１年、参議院文部委員会で、辻田初等中等教育局長は「現在では御

承知の通り国庫補助の面における義務教育につきましては、授業料をとらないという形で無償ということになっ

ております。」とし、無償化の対象を「現在は授業料でございますが、そのほかに教科書とそれから学用品、学

校給食費というふうな、なおできれば交通費というふうなことも考えております。」と答弁していた。この答弁

の趣旨は現在も変わらないことを文科省は認めている。子どもは社会の宝である。子どもには学び成長する権利

がある。子どもの権利は一人の親ではなく大人社会全体で保障すべきである。 

よって、１９３筆の署名を添えて下記のとおり陳情する。 

 

記 

 

・ 薩摩川内市の学校給食費を無償にすること。 

 ─────────────────────────────────────────
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薩摩川内市議会委員会条例第３０条第１項の規定により、ここに署名する。 

 

                    薩摩川内市議会総務文教委員会 

                    委 員 長  徳 永 武 次 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


